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異議申立制度と審査役について 

 

2010 年 4 月に公布した「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（以下「ガイドライ

ン」という。）の遵守を確保すること等を目的として、事業担当部署及び環境審査部署（以

下「事業担当部」という。）から独立した理事長直属の「異議申立審査役」（以下「審査

役」という。）が設置されている。 

 

審査役を設置した目的は、以下の 2点である。 

1. JICA によるガイドラインの遵守を確保するため、ガイドラインの遵守・不遵守にかか

る事実を調査し、結果を理事長に報告すること。 

2. ガイドラインの不遵守を理由として生じた協力事業に関する具体的な環境・社会問題

にかかる紛争に関して、その迅速な解決のため、当事者（申立人及び相手国等）の合

意に基づき当事者間の対話を促進すること。 

 

審査役は、独立性、中立性、効率性、迅速性、透明性の基本原則に則って、その目的の

実現を進めることとされている。 

 

異議申立手続について 

 

異議申立手続は、2010 年 4 月に公表した「国際協力機構環境社会配慮ガイドラインに基

づく異議申立手続要綱」（以下「異議申立手続要綱」という。）にそのプロセスが示され

ている。申立書を受領した後、審査役が取るべきプロセスの概要は以下のとおりである。 

1. 申立書の受理並びに申立人及び相手国等への通知 

申立書に申立人の氏名及び連絡先が記載されている限り、審査役は申立書を受領後、原

則として 5 営業日以内に、申立人、相手国等及び事業担当部に対し受理の通知を行う。 

2. 予備調査 

審査役は、申立書が所定の内容を十分に記載しているかどうかを書面調査し、特段の事

情がないかぎり異議申立受理後、原則として 1 か月程度で予備調査を終了させ、手続開始

あるいは申立却下の決定を下す。 

3. 手続開始決定 

審査役は、異議申立が異議申立手続要綱に定める要件に合致しており、記載内容に相当

程度の合理性が認められる場合には、手続開始の決定を下し、その旨理事長、申立人、相

手国等及び事業担当部に書面で通知する。 

異議申立が却下される場合には、却下の事実とその理由を理事長、申立人、相手国等及び

事業担当部に書面で通知する。 

4. ガイドライン遵守にかかる事実の調査 

審査役は、ガイドライン遵守にかかる事実を調査するため、申立人と直接面会し、申立

人から直接異議申立にかかる事項をヒアリングすることができる。審査役は、事業担当部
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にヒアリングを行い、意思決定までに行われた環境社会配慮及びモニタリングにかかる事

実を確認する。また、環境社会配慮確認及びモニタリングの確認に JICA が利用した一切の

資料を閲覧することができる。さらに、審査役は、紛争の解決のため、申立人を含む影響

を受けた住民及び相手国等の間の対話の促進のため、対話の仲介をすることができる。 

5. 理事長への報告 

審査役は、手続開始決定後 2 ヶ月以内に、ガイドラインの遵守にかかる事実についての

調査結果、対話の進捗状況、和解が成立した場合の当事者間の合意について報告書を作成

し、理事長に報告する。なお、審査役は、調査又は対話の促進のために更なる時間が必要

であると判断する場合には、延長が必要な理由を理事長に報告し、理事長が期間の延長に

つき相当程度のやむを得ない事情があると判断する場合には、更に 2 ヶ月を限度として期

間を延長することができる。 

審査役の報告書は、理事長への提出後、直ちに当事者に送付される。当事者は審査役の

報告書の内容に対する意見書を審査役に提出することができる。 

6. 事業担当部からの意見 

事業担当部は、必要に応じて審査役の報告書の提出後 1 ヶ月以内に、審査役の報告書に

対する意見及び不遵守の判断の場合には今後のガイドライン遵守確保に向けた対応策等を

まとめた意見書を書面で理事長に提出する。 
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序   文 

 

本調査報告書は、ミャンマー連邦共和国ティラワ経済特別区開発事業に関する異議申立

に基づき作成されたものである。 

 

異議申立手続要綱が定めるとおり、審査役の調査の目的は、JICA によるガイドラインの

遵守確保のため、ガイドラインの遵守・不遵守にかかる事実を調査し、また、協力事業に

関する環境・社会問題にかかる紛争の迅速な解決のため、当事者間の対話を促進すること

である。従って、本調査報告書は、借入国や事業当事者を調査の対象とするものではない。

審査役は、異議申立手続要綱に従い、手続開始決定後 2 ヶ月（延長した場合も最長 4 ヶ月）

以内に、JICA 理事長に報告することとなっており、かかる時間的制約の中で取得可能な情

報に基づき、ガイドラインの遵守にかかる事実についての調査結果、対話の進捗状況、和

解が成立した場合の当事者間の合意について報告書を作成するものである。 

 

この場を借りて、審査役は、本調査報告書作成に協力頂いたすべての関係者に感謝を申

し上げる。特に、申立人（支援団体を含む。）に対しては、情報提供とこの異議申立手続

に対して寄せて頂いた信頼について、ミャンマー政府については、追加的な情報提供につ

いて、そして、JICA 事業担当部及び職員については、その情報提供について、それぞれ謝

意を表する。 

 

2014 年 11 月 

 

 

 

  

異議申立審査役 

安念 潤司（あんねん じゅんじ） 

中央大学法科大学院 教授、弁護士 

原科 幸彦（はらしな さちひこ） 

千葉商科大学政策情報学部学部長 

東京工業大学名誉教授、工学博士 

国際影響評価学会（IAIA）元会長 
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ヘクタール：ha  1 ヘクタール=約 10,000 平方メートル（m
2） 

チャット：kyats ミャンマー通貨：1 チャット=約 0.112 円（2014 年 10 月現在） 
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1. 受理した異議申立の概要 

 

審査役は、2014 年 6 月 2 日に、3 名の申立人（以下併せて「申立人」という。）による

異議申立書（付属資料 1）（以下「本件異議申立書」という。）を受領し、同年 6 月 6 日に

受理通知を発出して予備調査を開始した。 

 

本件異議申立書の概要は、以下のとおりである。 

 

(1) 国名：ミャンマー連邦共和国 

(2) 所在都市名：ティラワ 

(3) プロジェクト名： 

(i) ティラワ経済特別区（Class A 区域1）開発事業 

(ii) ティラワ経済特別区（2,000ha）2開発事業 

 

(4) 主張されている被害： 

(i) 農地の喪失及び/又は農地へのアクセスの喪失 

(ii) 生計手段の喪失 

(iii) 貧困化 

(iv) 教育機会の喪失 

(v) 基準を満たさない住宅及び基本インフラ 

(vi) 十分な量の清潔な水へのアクセスの喪失 

 

(5) 不遵守が指摘されているガイドラインの規定： 

(i) 1.1 理念  

第 3 パラグラフ 

「環境社会配慮を機能させるためには、民主的な意思決定が不可欠であり、意思決定を

行うためには基本的人権の尊重に加えてステークホルダーの参加、情報の透明性や説明責

任及び効率性が確保されることが重要である。」 

(ii) 1.4 環境社会配慮の基本方針 

（重要事項 4：ステークホルダーの参加を求める） 

「JICA は、現場に即した環境社会配慮の実施と適切な合意の形成のために、ステークホ

ルダーの意味ある参加を確保し、ステークホルダーの意見を意思決定に十分反映する。な

お、ステークホルダーからの指摘があった場合は回答する。参加するステークホルダーは、

真摯な発言を行う責任が求められる。」 

(iii) 1.5 JICA の責務  

                                                        
1 ミャンマーのヤンゴン市近郊（市街中心部から南東約 23キロメートル）に位置するティラワ SEZ（約 2,400

ヘクタール）のうち、早期開発区域である約 400 ヘクタール 
2 ティラワ SEZClass A 区域以外の区域を指すものとして、本報告書において、便宜上「（2,000ha）」と記

載することとする。 
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「プロジェクトに対する環境社会配慮の主体は相手国等であるが、JICA は、ガイドライ

ンに沿って相手国等が行う環境社会配慮の支援と確認を、協力事業の性質に応じてⅡとⅢ

に従って行う。」 

(iv) 2.5 社会環境と人権への配慮 

「1．環境社会配慮の実現は、当該国の社会的・制度的条件及び協力事業が実施される地

域の実情に影響を受ける。JICA は環境社会配慮への支援・確認を行う際には、こうした条

件を十分に考慮する。特に、紛争国や紛争地域、表現の自由などの基本的自由や法的救済

を受ける権利が制限されている地域における協力事業では、相手国政府の理解を得た上で

情報公開や現地ステークホルダーとの協議の際に特別な配慮が求められる。 

2．JICA は、協力事業の実施に当たり、国際人権規約をはじめとする国際的に確立した人

権基準を尊重する。この際、女性、先住民族、障害者、マイノリティなど社会的に弱い立

場にあるものの人権については、特に配慮する。人権に関する国別報告書や関連機関の情

報を幅広く入手するとともに協力事業の情報公開を行い人権の状況を把握し、意思決定に

反映する。」 

(v) 別紙 1 対象プロジェクトに求められる環境社会配慮 

非自発的住民移転  

「2. 非自発的住民移転及び生計手段の喪失の影響を受ける者に対しては、相手国等によ

り、十分な補償及び支援が適切な時期に与えられなければならない。補償は、可能な限り

再取得価格に基づき、事前に行われなければならない。相手国等は、移転住民が以前の生

活水準や収入機会、生産水準において改善又は少なくとも回復できるように努めなければ

ならない。これには、土地や金銭による（土地や資産の損失に対する）損失補償、持続可

能な代替生計手段等の支援、移転に要する費用等の支援、移転先でのコミュニティー再建

のための支援等が含まれる。 

3. 非自発的住民移転及び生計手段の喪失に係る対策の立案、実施、モニタリングには、

影響を受ける人々やコミュニティーの適切な参加が促進されていなければならない。また、

影響を受ける人々からの苦情に対する処理メカニズムが整備されていなければならない。 

4. 大規模非自発的住民移転が発生するプロジェクトの場合には、住民移転計画が、作成、

公開されていなければならない。住民移転計画の作成にあたり、事前に十分な情報が公開

された上で、これに基づく影響を受ける人々やコミュニティーとの協議が行われていなけ

ればならない。協議に際しては、影響を受ける人々が理解できる言語と様式による説明が

行われていなければならない。住民移転計画には、世界銀行のセーフガードポリシーの

OP4.12 Annex A に規定される内容が含まれていることが望ましい。」 
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2. 予備調査の結果 

 

審査役は、本件異議申立書について、以下のとおり、予備調査を実施した。 

(1) 2014 年 6 月 2 日 本件異議申立書の受領 

(2) 2014 年 6 月 6 日 本件異議申立書の受理通知発出、予備調査開始 

(3) 2014 年 7 月 4 日 予備調査検討結果（手続開始決定）（付属資料 2）公表 
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3. 事実関係調査の結果・対話促進 

3.1. ガイドライン遵守・不遵守調査のためのヒアリング概要 

 

審査役は、本件異議申立書について、手続開始決定後、以下のとおり、事実関係調査の

ためのヒアリングを実施した。 

(1) 2014 年 7 月 15 日 事業担当部からのヒアリング 

(2) 2014 年 7 月 16 日から 20 日 原科審査役による現地調査 

申立人 3 名を含む延べ約 40 名からのヒアリング（以下、「現地調査」という。） 

(3) 2014 年 8 月 15 日 事業担当部からのヒアリング 

 

3.2. 被害の事実にかかる調査結果 

 

(1) 「農地の喪失及び/又は農地へのアクセスの喪失」 

(i) 申立人の主張の要旨 

プロジェクトの PAPs の大半は、自分の土地を耕作する、あるいは近隣の農場や農園で臨

時雇用又は契約労働者として働くなど、以前から農業を生業としてきた。縫製工場、亜鉛

工場、地元のエビの養殖場、又は小規模商店で働く人も少数いるが、そのような世帯の多

くもやはり畑を持っていた。つまり、大部分の世帯が土地ベースの生計手段に依存してい

る。81 世帯は、かつて使用及び/又は所有していた農地を完全に失った。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

本件異議申立書の対象となっている Class A 区域の土地は全て、1997 年の土地収用によっ

てミャンマー政府が所有権と使用権を有する土地となっており（当時の住民には合意に基

づき、収用に際して補償金が支払われている）、PAPs は土地に対する法的権利を有してい

ない3。 

Class A 区域内において、PAPs は土地に対する法的権利を有していないものの、事実上の

居住や農耕の状況に配慮して、ミャンマー政府は、Class A 区域内に家屋を有する PAPs に

は移転先の土地を整備し、土地と住居を提供し、また Class A 区域内で農耕を行っていた

PAPs には、生計手段喪失等への補償・支援等を行う案を策定した。その際、代替農地の提

供の可能性も検討されたが、周辺地域に、新たに開発可能な土地や休耕地はなく、用地取

得・住民移転を発生させずに代替農地を提供することは困難であったことから、ミャンマ

ー政府は代替農地の提供に代えて、生計手段喪失等に対する補償・支援として農業生産物

の種類毎に、年間所得数年分の補償・支援金4を支払うことを提案した。即ち、農地へのア

クセスを失ったことは事実であるが、離農を前提とした移転・補償計画に PAPs は合意し、

現在は希望する PAPs に対し移転後の IRP が実施されている。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

                                                        
3 「SEZ 内の農地のステータス及び 1997 年の用地取得と補償の経緯について」（以下「用地取得と補償に

ついて」という。） 
4 生計手段喪失等に対する主な補償・支援は以下のとおり。稲作農家：年間収量に対する市場価格の 6 年

分、野菜・立木農家：年間収量ないし本数に対して市場価格の 4 年分 
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1997年の土地収用の補償の支払につき、住民が署名した書類の存在が確認できる5。また、

JICA は、ミャンマー政府が、1997 年の土地収用後に、本件異議申立書の対象となっている

Class A 区域の土地で居住又は農耕を開始した住民に対して、限定的な土地使用を認める決

定を行い、その旨住民に通知した書類の雛型を、ミャンマー政府から入手し確認している。

これによると、開発が開始される場合には、住民は何らの補償を要求せずに立ち退く旨が

記載されている6。 

RWP によると、主収入では、稲作農家は 24 世帯（29.6％）、商品作物農家は 6 世帯（7.4％）、

畜産農家は 2 世帯（2.5％）、それ以外は 49 世帯である。副収入を含めると、延べ 126 世帯

のうち、稲作農家は 26 世帯（20.6％）、商品作物農家は 13 世帯（10.3％）、畜産農家は 3

世帯（2.4％）、それ以外は 84 世帯である7。従って、農耕及び畜産により生計を立ててい

たと解される世帯は、全体の約 3 割から 4 割と推定される。 

ただし、PAPs が述べている自家消費用の野菜等を家庭菜園から得ていた世帯が土地を失

ったことによる影響は前記 RWP の統計外であり、農業を主な生計手段としていなかった世

帯にも影響が及んでいるものと思われる。移転先で家庭菜園を始めた世帯も若干あること

が確認されたが、支援の対象外となっている。また、キノコや蛙、魚など自然の恵みを享

受できなくなったことへの対応はされていない。 

以上のとおり、移転対象の 81 世帯（うち 68 世帯が Class A 区域に居住）の PAPs が使用

していた農地を失ったことは事実であり、その意味でネガティブな影響を受けていること

は否定できない。ただし、Class A 区域の移転計画は、代替農地の提供に代えて補償及び農

業以外の生計手段の回復を支援するもので、離農を前提としていることも事実である。な

お、前記の「ネガティブな影響」とは、PAPs にとっての何らかの望ましくない影響をいう

ものであり、それが補償されているか否か、又は法令やガイドライン等に違反する行為に

起因しているか否かを問うものではない（この点は、以下に記載された「ネガティブな影

響」に関する記述においても同様である。）。 

 

(2) 「生計手段の喪失」 

(i) 申立人の主張の要旨 

PAPs は、土地ベースの生計手段を失い、さらに、PAPs の移転は、新たな生計手段が確立

される前に、移転者数と SEZ の開発によって得られるであろう雇用数とのバランスに関し

て適切な評価をしないままに行われた。その結果、移転前には自立していた約 40 の世帯が

現在生計手段を持たず、近い将来持続可能な生計手段が持てるという具体的な見通しも立

っていない。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

「土地ベースの生計手段を失った」こと、及び、多くのケースにおいて、PAPs の移転が

「新たな生計手段が確立される前に」行われたことは事実である。そのため、ミャンマー

政府は、移転後、新たな生計手段が確立するまでには、数年間の時間を必要とすることを

当初から想定し、RWP においては 2014 年から 2016 年まで 3 年間の IRP（さらに 2 年間の

                                                        
5 用地取得と補償について 
6 Approval for Cropping 
7 RWP 12 頁、表 3-14 
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モニタリンク期間）8が想定され、また、その間については、農業を営んでいた PAPs に対

しては生産物に応じて年間収量の数年分の補償・支援金が提供されている9。 

IRP については、移転前に、まずは第 3 回住民協議会（2013 年 7 月 30 日）で補償・支援

枠組に同計画が含まれることが示され、第 4 回住民協議会（2013 年 9 月 21 日）で RWP ア

ウトラインが示され、その中で計画の枠組みが示され、その後の PAPs とのグループ協議や

個別協議において、補償、苦情処理メカニズム等とともに説明等がなされていた。 

RWP では、SEZ 関連の土木、機械、建設分野に加えて、周辺地域での小規模な大工、食

品、縫製、商店、小規模畜産、小規模農業等の業種が紹介され、職業訓練の実施主体や期

間の見通し等について記載されている。 

JICA 専門家による移転先ヒアリングの結果（2014 年 3 月に実施、同調査時に Class A 区

域に居住していた全世帯（42 世帯）が回答）によれば、42 世帯中、29 世帯主が職に就き、

6世帯主が求職中、7世帯主が退職し年金等で生活という状況にあることを確認している10。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

前記(1)(iii)記載のとおり、Class A 区域の移転計画は離農を前提としており、かかる観点

から「土地ベースの生計手段」を失ったのは事実である。PAPs が、農業以外の新しい雇用

環境に慣れ、安定した雇用機会に就く意欲を持ち、生計回復が実現するまでには一定の期

間が必要である。調査時点で、日雇い労働者、公務員等を除き、農業を主な収入としてい

た PAPs で職業訓練に参加している 19 世帯のうち、雇用先が決まったのは 4 世帯である。

残り 15 世帯は、日雇労働などの雇用機会はあるものの、必ずしも持続可能な生計手段を持

っているとは言えない状況である。 

その意味で、申立人を含む PAPs がネガティブな影響を受けていることは否定できない。 

 

(3) 「貧困化」 

(i) 申立人の主張の要旨 

土地、生計手段、そして家屋を失ったほとんどのコミュニティーの PAPs は、過酷な状況

に置かれている。より具体的には、作物又は家畜の補償金を得る資格を持っていなかった

ため、不充分な移転援助に頼って何とか生活せざるを得なかった。10 世帯ほどがこのカテ

ゴリーに該当する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

PAPs に対しては以下に詳述するような補償・支援金が供与されている。即ち、稲作につ

いては年間収量に対する市場価格の 6 年分の金額、野菜・立木については年間収量ないし

本数に対して市場価格の 4 年分の補償・支援金に合意している11。 

ミャンマー政府は、農業以外の生計手段を持つ PAPs（日雇い労働者、公務員、大工等）

には、移転により生計手段が失われないため、生計手段喪失等に対する補償・支援は行わ

ないものの、7 日間の不労期間補償（28,000 チャット/人）、移転費（150,000 チャット/世帯）、

通勤費（72,000 チャット/人）、移転協力費（100,000 チャット/世帯）等を提供している。

                                                        
8 RWP 32-34 頁 
9 RWP 25-26 頁 
10 移転先地における生活・生計状況調査 
11 RWP 25 頁 
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さらに、移転先の土地を整備し、Class A 区域に家屋を有する PAPs に土地と住居を提供す

る案を策定し、PAPs 側と協議の上、PAPs の要望を反映した上で同補償・支援内容に合意し

た12。 

JICA 専門家による移転先ヒアリング結果（2014 年 3 月に実施、同調査時に Class A 区域

に居住していた全世帯（42 世帯）が回答）によれば、移転前に日雇い労働を行っていた 11

世帯は、移転後、10 世帯は日雇い労働（内、4 世帯主は移転前と同じ仕事）に就き、1 世帯

は自営で小規模店を営んでいた。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

現地調査において、家の建設のために借金をしたと主張する PAPs が確認されたが、他方

で、移転による貧困化を否定する PAPs も認められた。また、補償金により、電化製品やバ

イク等を購入した PAPs がいる様子も窺えた。借金の事実や原因については、プライバシー

の問題もあり、実態の把握が難しいが13、あくまでも、借金は結果であって、被害の有無は

その原因により判断するべきである。従って、仮に、貧困化が進んでいたとしても、貧困

化の全てを申立人が被っているネガティブな影響であると考えることはできない。 

もっとも、事業担当部の説明のように住居移転期間への対応として 7 日分に対する雇用

補償はされたが、それを超える雇用補償はされていない。また、安定した生計手段の回復

がなければ、将来、PAPs の貧困化が進むリスクはあると解される。PAPs にとっても、補償・

支援金を取り崩していく生活には不安があると思われ、できるだけ早期に安定した生計手

段の回復が必要である。 

 

(4) 「教育機会の喪失」 

(i) 申立人の主張の要旨 

一部の世帯にとって、通学にかかる費用があまりにも高いために、移転先から元の学校

に通うのをやめざるを得ない児童が出ている。例えば、移転先から元の学校に通うのにバ

イクタクシーを使うと、往復で毎日 3000 チャット（3.09 米ドル）かかる。また、2014 年 6

月に次の年度が始まるが、ティラワ SEZ 管理委員会は、移転先の 52 名の児童の教育の準備

を一切行っていない。ミャインターヤー村の村長は、移転した世帯に対し、村の学校はス

ペースが足りないために生徒を受け入れられないと言っていた。さらに、2014 年 5 月 28 日

にミャインターヤー村の Taman Oo 学校に児童を入学させる際、新たに 52 名の生徒を受け

入れることで教室にかなりの負担がかかるのは非常に大きな問題であるにもかかわらず、

児童の入学を認めざるを得なかったと校長が述べた。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

移転時期が学期の途中であったことから、PAPs の希望により、児童達は、移転直後は移

転前の学校に通い続けることとなった。そのため、ミャンマー政府は、PAPs との協議の結

果、追加の支援として、フェリーバス利用を前提とした 4 ヶ月分（学期が終わるまでの期

間は 2.5 か月であったが、余裕をみて 1.5 か月を加えた月分）の通学費として、400 チャッ

ト/人・日を支払うことに合意した。14新学期に移転先周辺の学校に転校するまで一時的に通

                                                        
12 RWP 26 頁 
13 事業担当部レスポンス 1 指摘 7、事業担当部レスポンス 2 1-5 
14 事業担当部レスポンス 1 指摘 9 
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学を断念した世帯は、1 世帯あったが、聞き取り調査を実施したところ、3 人の児童がおり、

3 人分の交通費の負担が大きかったため、末の子（幼稚園児）の通園を一時的に断念してい

たことを確認している15。なお、バイクタクシーは、自ら移動手段を持たない人が使う通常

の近距離移動手段の中では、比較的高価な手段の一つである16。 

ミャンマー政府は 2014 年 6 月からの新学期に向け、転校希望児童のリストを付した推薦

状を学校側に発行し、転校が円滑に行われるように掛け合い、その結果、全希望世帯の児

童が転校できた。 

また、移転先近郊の学校は評判が良く、PAPs の親戚など、本来対象でない児童も同校に入

学させたいとの希望が PAPs から寄せられた。当初、学校側は教室や椅子の数等を理由に、

本来対象でない児童の受入れに難色を示したが、PAPs が強く希望したため、ミャンマー政

府は学校側に協力依頼を行い、希望者 45 名全員が新しい学校に通えることとなった。その

ため、机や椅子等の不足等が予想され、ミャンマー政府は机や椅子等の確保に向けた対応

を行うこととしていた。その後、机や椅子は一部の児童の親から寄付があり、政府支援が

なくても間に合った。 

生徒数が増加した背景には、同時期にミャンマー政府の政策変更により中学校の無償化

が実施されたことも影響している17。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

学期の途中に移転が実施されたことやミャンマー政府による中学校教育の無償化の実施

等により、一時的な混乱があったと認められるものの、現時点では、移転先周辺の学校に

全員が通学できていることが、現地調査において確認された。従って、この点で申立人が

ネガティブな影響を被っていると考えることはできない。もっとも、PAPs にとっては、移

転先の学校に転校・通学することには不安があると思われ、サポートを継続していくこと

が必要であると考える。 

 

(5) 「基準を満たさない住宅及び基本インフラ」 

(i) 申立人の主張の要旨 

最初の 68 世帯の移転先は、整備を急いだために完璧ではなかった。家屋はわずか 1 カ月

の間に建てられ、泥や砂といった土地の性質から家屋の構造的な完成度に対する懸念が生

じている。また、排水設備も不十分である。狭い道路に沿って未完成の明渠が通り、一部

の土地に排水があふれる原因になっている。排水が悪く、乾季でも既に水があふれている

ので、雨季における家屋や土地の状態について深刻な懸念が広がっている。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

当初、ミャンマー政府は移転先の全世帯につき、自ら家屋建設を行う計画であった。し

かしながら住民協議会において、PAPs 側から、自分で家屋を建設したいとの要望が多数示

され、ミャンマー政府は同要望を受け入れた。その際、自ら家屋建設を行う場合には、総

額 250 万チャットを段階的に支給すること、また 2～3 週間程度の工期を想定し、2013 年

                                                        
15 事業担当部レスポンス 1 指摘 9 
16 第 2 回事業担当部ヒアリング 
17 事業担当部レスポンス 1 指摘 10 
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11 月末日頃までに建設すること、家屋は政府が示した仕様を満たすことで双方が合意した18。 

PAPsは、2013年 11月 10日頃から家屋建設を開始したが、11月中に完成したのは 0棟で、

家屋完成は、2013 年 12 月半ばから 2014 年 1 月末の間であった。なお政府が建設を行った

12 棟は、11 月 13 日に工事が開始され、電気メーターの取付等は除き、11 月 22 日に 4 棟、

11 月 27 日に 8 棟が完成している19。 

移転先の家屋は、周辺の家屋と比較しても、粗末で脆弱な構造というわけではない。一

部家屋が日本家屋でいえばベタ基礎の基礎構造をしているが、大半の家屋は既製もしくは

事前に打設済みのブロック状のコンクリート基礎を基礎として使用し、同基礎の上に柱を

固定する構造となっている20。 

排水設備については、（一部オープン型の部分はあるものの）多くの部分はコンクリー

ト製の蓋で覆われており、また、排水路の側壁を一部削って、住宅区画内の水が排水路に

排出できるようになっている。オープン型でも、多量のゴミを捨てる等、機能を低下させ

る問題を人為的に発生させない限り、一定の排水機能は保たれると考えられる21。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

住宅については、政府が建設した家屋が提供されたか、又は自ら建設することを希望し

た PAPs には政府提供家屋相当の家屋を建設する費用が支給されており、本件移転に伴い住

宅を失った PAPs はいないと認められる。 

移転先の家屋の整備が一部完成していないまま移転した世帯があったことは事実である。

この点につき、JICA はミャンマー政府より「移転先インフラが完成する前であるが、PAPs

側の意向により自発的に移転する」旨を確認する書類（PAPs が署名した書類の一例）を入

手し、確認している22。 

現地調査は、限られた時間の中でヒアリングに重点を置かざるを得ず、必ずしも詳細な

調査を行う時間的余裕はなかったものの、少なくとも、その時点で家屋の構造上の欠陥や

排水設備の特段の不備は認められなかった。 

従って、この点で申立人がネガティブな影響を被っていると考えることはできない。も

っとも、排水設備や道路、街路樹等、移転先でのインフラ整備には引き続き注視していく

必要がある。 

 

(6) 「十分な量の清潔な水へのアクセスの喪失」 

(i) 申立人の主張の要旨 

給水ポンプ 4 機のうち現在機能しているのは 2 機だけである。しかもポンプから汲み出

される水は泥水で、飲料には適さない。開放井戸も 2 つあるが、表面に藻が繁殖している。

このため、PAPs は清潔な水を存分に使うことができなくなっている。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

当初、井戸水の水質に問題があったことは事実である23。 

                                                        
18 事業担当部レスポンス 1 指摘 11 
19 事業担当部レスポンス 1 指摘 11、RWP 25 頁 
20 事業担当部レスポンス 1 指摘 11 
21 事業担当部レスポンス 1 指摘 12、事業担当部レスポンス 2 2-2-1 
22 事業担当部レスポンス 2 指摘 2-3 
23 事業担当部レスポンス 1 指摘 13、指摘 24、指摘 25 
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ミャンマー政府は、2014 年 3 月及び 5 月に改修工事を行う等、問題の解決に向けた取組

を行っていた。しかし、なかなか改善がみられないため、2014 年 6 月 6 日に JICA からミャ

ンマー政府に対し、不透水層の下層の帯水層（被圧帯水層）まで掘り下げた深井戸を掘る

ことを提案した。その結果、6 月 14 日から掘削が開始され、8 月 11 日時点で 4 本の深井戸

含め 7 本の井戸が使用可能となっている。当初から設置されていた井戸を含め、5 本が日常

的に利用され、そのうち 4 本が飲料水として利用されており、現時点では上水供給の問題

はかなりの改善がみられる24。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

PAPs が使いにくい場所に設置された井戸もあり、そのためにそれらの井戸の利用頻度が

下がり、水質の悪化を招いている状況が現地調査の時点においても窺えた。設計時に設置

場所について PAPs の意向を十分に聞いていなかったことがその背景にあると考えられる。

このように、井戸の設置場所の選定も含め、移転先において上水道の問題があったと認め

られる。 

しかし、その後、PAPs からの意見を受けて、ミャンマー政府が JICA 専門家のアドバイ

スを受けつつ深井戸を設置する等の対応をした結果、現時点では、一定の改善が進んでい

ることが現地調査においても確認できた。従って、この点で申立人がネガティブな影響を

被っていると考えることはできない。 

もっとも、生活の根幹にかかわる問題であることから、今後も問題が生じないように、

水質が安定するまでの間、モニタリングを継続することが必要である。 

 

3.3. 申立人が主張するガイドライン不遵守にかかる調査結果 

 

(1) 「協力プロジェクトを実施する際に「説明責任」を確保する JICA の責任」（ガイドラ

イン 1.1 理念 第 3 パラグラフ）について 

(i) 申立人の主張の要旨 

RWP 及び EIA は、いずれもガイドラインの基準を満たしていない（ただし、詳細は項目

(7)において後述。）。また、プロジェクトの企画立案及び実施プロセスを通して、JICA は、

移転及び IRP の実施は YRG の責任であると主張し、RWP 及び EIA の不備に関するコミュ

ニティーの不満をかわしてきたが、YRG が JICA のガイドラインを遵守してコミュニティー

への悪影響を緩和するよう徹底を図るのは、JICA の責任であるところ、JICA は、ガイドラ

イン 1.1 理念 第 3 パラグラフ（前記 1.(5)(i)参照）の説明責任を果たしていない。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

RWP 及び EIA は、いずれも、ガイドライン及び世界銀行セーフガードポリシーの関連

OP が必要とする項目及び内容をカバーしていると考えられ25（詳細は項目(7)において後述）、

また、策定プロセスにおいても、累次に亘る住民協議会、また RWP についてはその後、グ

ループ別・個別の住民協議を経て、PAPs の要望を反映して策定がなされた26。 

また、JICA は、専門家チームを派遣し、本事業の計画段階から、非自発的移転の影響を

                                                        
24 事業担当部レスポンス 2 2-1 
25 事業担当部レスポンス 2 4-2-3 
26 事業担当部レスポンス 2 4-2-4 
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適切に緩和するために、精緻な社会経済状況調査の実施、ステークホルダーの参加、透明

性の確保、情報提供、PAPs との丁寧な対話、効果的な IRP の実施等を重視し、ミャンマー

政府に働きかけを行うと共に、モニタリングを行ってきた27。 

具体的には、7 名の専門家を派遣し、2013 年 5 月以降、専門家の内少なくとも 1 名はミ

ャンマーに常時滞在させて継続的に支援やモニタリング活動を行い、また、重要な局面に

おいては 3～5 名の専門家を現地に滞在させて活動してきた。なお、専門家チームは延べ約

20 名のミャンマー人専門家を雇用し、ミャンマー人専門家と共に社会経済状況調査や PAPs

との協議等の実施支援、モニタリング活動等に従事した。この様に、JICA は常時、タイム

リーに状況を確認できる体制を築くとともに、適時適切にミャンマー政府への働きかけや

支援を行っていた。 

以上から、申立人が主張するガイドライン 1.1 理念 第 3 パラグラフについて、JICA の

不遵守はなかった。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

RWP 及び EIA がガイドラインの基準を満たしているかどうかは、申立人は別途項目(7)

にて詳述しているため、(7)において後述する。ガイドライン 1.1 は理念を記述したもので、

そのうち、第 3 パラグラフは、環境社会配慮を機能させるためには民主的な意思決定が不

可欠であり、そのためには基本的人権の尊重に加えて、ステークホルダーの参加、情報の

透明性や説明責任及び効率性が確保されることが重要であると述べている。これらを踏ま

えて、「JICA は、協力の実施にあたって環境や社会面に与える影響に配慮する。」旨が規

定されている。 

JICA は、ミャンマー政府がガイドラインを遵守して環境社会配慮を実施するように 2013

年 5 月から専門家をミャンマー政府に派遣する等してミャンマー政府に働きかけを行って

きており、この点で JICA にガイドラインの不遵守があったとは言えない。 

 

(2) 「ステークホルダーの質問に答える JICA の責任」（ガイドライン 1.4 環境社会配慮の

基本方針（重要事項 4））について 

(i) 申立人の主張の要旨 

申立人及びティラワ地域のコミュニティーを代表する TSDGは何度も JICAにレターを送

り、プロジェクトが原因で PAPs の生活状況がますます悪化していることを知らせ、問題の

解決方法を議論するための会合を開くよう JICA に要請したが、JICA は適切な対応を行わず、

村民に何の対応もしないまま出資決定を下した。 

以上は、ガイトライン 1.4 環境社会配慮の基本方針（重要事項 4）（前記 1.(5)(ii)参照）に

違反する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

JICA が TSDG から受領したレターは、①2013 年 10 月 29 日、②2014 年 1 月 27 日、③2

月 5 日、④4 月 7 日及び⑤4 月 30 日の各日付の 5 通である。いずれのレターも、TSDG メン

バーが JICA ミャンマー事務所に持参したもので、返信先の住所の記載はなく、連絡先とし

                                                        
27 JICA 専門家 TOR  
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て個人の携帯電話番号が記されている28。 

なお、①のレターに先立ち、JICA は TSDG からの要望を受け、2013 年 10 月 15 日にティ

ラワ近郊で対話を行っている29。 

TSDG から①及び②の 2 通のレターを受領した後、JICA は、2 月 3 日に TSDG に電話で

連絡を行っている。電話連絡の内容は、JICA 側記録によると30、「Class A 区域の PAPs、

YRG及びティラワ SEZ管理委員会は移転及び補償内容について合意済みであると認識して

いる。現在、PAPs、YRG 及びティラワ SEZ 管理委員会が緊密に連携しつつ IRP を実施中で

あり、問題等が生じているのであれば、当事者同士での協議、解決のため、まず YRG 及び

ティラワ SEZ 管理委員会に相談して欲しい」旨を伝えるものであった31。 

また、④のレターを受領した後、JICA は、4 月 28 日に TSDG に電話で連絡を行っている。

電話連絡の内容は、ミャンマー政府は PAPs と直接会って協議する用意があること、JICA

は、ミャンマー政府がこれまでもPAPsの要望に真摯に耳を傾けていると理解していること、

及びミャンマー政府の対応にガイドライン違反があると JICA自身は認識していないことを

伝えるものであった32。 

さらに JICA は、5 月 28 日に電話で TSDG に連絡をし、5 月 30 日に TSDG、ミャンマー

政府及び JICAの三者協議を開催することを提案している。実際に、6月 6日に JICAは TSDG

メンバー他と東京で面談し33、その後、7 月 8 日にヤンゴンで第 1 回三者協議を実施してい

る34。 

また、TSDG から指摘された問題等について、ミャンマー政府とも協議し、JICA 専門家

等を通じ常時モニタリングを続けている。 

以上から、1.4 環境社会配慮の基本方針（重要事項 4）について、JICA の不遵守はなかっ

た。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

JICA が、TSDG からレターを受領した後、TSDG に対して電話で回答したことやミャン

マー政府を含めた当事者間の協議による問題解決を促していたことが確認できる。従って、

ステークホルダーからの指摘に対して回答を行っている事実は認められ、JICA の行為にガ

イドライン 1.4（重要事項 4）の不遵守があったとは言えない。しかし、PAPs からの質問や

要望に対して真摯、かつ、積極的に回答しようとしてしないとの印象を一部 PAPs や NGO

に与えたとすれば、電話での連絡に加えて、（TSDG から受領したレターには返信先住所が

記載されていなかったとしても）TSDG に対して書面で返信することを含め、より丁寧な対

応をすることが望ましかったと思われる。 

                                                        
28 事業担当部レスポンス 2 4-4-1 
29 事業担当部レスポンス 1 指摘 19 
30 JICA ミャンマー事務所と TSDG との通話記録 
31 事業担当部レスポンス 1 指摘 19 
32 JICA ミャンマー事務所と TSDG との通話記録 
33 6 月 6 日の面談時の JICA 発言：「ミャンマー政府には国際的なスタンダードに立った対応をするように

促している。住民移転の問題は、ミャンマー政府と住民の対話が促進されることを重視。当方は交渉当事

者ではなく、皆さんに置かれてはミャンマー政府としっかり話をすることが重要」「当方も同席してかか

る機会を作っていくので、今日お話になられたことは、ぜひ直接ミャンマー政府に伝えてもらいたい。今

日お聞きしたことは、現地にも伝えておく」PAPs と JICAの面談記録（2014 年 6 月 6 日） 
34 第 1 回三者協議記録（事業部作成）、第 1 回三者協議記録（メコンウォッチ作成） 
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(3) 「プロジェクト提案者が実施する環境社会配慮を支援し、確認する JICA の責任」（ガ

イドライン 1.5（JICA の責務））について 

(i) 申立人の主張の要旨 

EIA は生計手段と移転の問題に合計 2 ページを割いているが、プロジェクトは地域の経済

機会を増やすといういいかげんな結論と、ミャンマー政府がすべての社会的影響の問題に

対応することになっているとの記述を除いては、何の分析も行われていない。また、様々

な損失に対し村民に支払われる補償金の水準及び形式の正当性を証明しておらず、土地ベ

ースの補償金又は原状回復について検討することさえもせず、移転した村民が持続可能な

新しい生計手段を確立するために必要なリソース及びオプションを分析していない。従っ

て、RWP 及び EIA の不備は書類上も明らかである。 

さらに、JICA が RWP 及び EIA に対し十分かつ適切な支援を行っていれば、プロジェク

ト提案者が、このような危機的な要素を含む社会への悪影響を緩和する計画を立てるよう

徹底を図ることができたはずである。 

以上は JICA のガイドライン 1.5（JICA の責務）（前記 1.(5)(iii)参照）に違反する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

ガイドライン35では、世銀セーフガードの関連 OP に規定される内容が含まれることが望

ましいとされているところ、JICA は、EIA 及び RWP がかかる内容から乖離していないこと

を確認している36。 

EIA 作成時は RWP が作成途中であったことから、EIA を作成した民間企業は Class A 区

域の PAPs の状況や影響を知り得る立場にはなかった。そのため EIA における社会影響に関

する記述が限定的になっているが37、JICA は環境レビューに際して、RWP が EIA の社会環

境に関する記述を補完していることを確認している38。 

JICA は、補償・支援費算定根拠39及び Entitlement Matrix40に基づき、補償水準を確認し、

また、PAPs の生計回復に関しては、RWP の IRP において分析・検討されていることを確認

している41。 

EIA については、2 回の住民協議会を経て完成され、RWP については、補償・支援や IRP

が含まれる RWP アウトラインが住民協議会において示された後、グループ別、個別の住民

協議を経て、RWP 案が公表され、パブリックコメントを経て完成されている。また、JICA

は派遣した専門家チームを通じて、そのプロセスを逐次モニターし、必要な助言等を行っ

ている42。 

生計回復については、前述のとおり、RWP は移転から 2016 年まで 3 年間の IRP（その後

                                                        
35 別紙１．非自発的住民移転４． 
36 事業担当部レスポンス 1 指摘 18、事業担当部レスポンス 2 4-2-3 
37 事業担当部レスポンス 1 指摘 20 
38 事業担当部レスポンス 1 指摘 20、事業担当部レスポンス 2 4-2-5 
39 補償・支援費算定根拠 
40 RWP 24 頁 表 5-1 
41 RWP 32 頁、34 頁 
42 2013 年 5 月専門家 TOR 
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2 年間のモニタリング期間）43を想定し、SEZ 関連の土木、機械、建設分野に加えて、より

小規模な大工、食品、縫製、商店、小規模畜産、小規模農業への就職のための研修、あっ

せん等の活動及びモニタリングを含めたパッケージとなっている。 

以上から、主張されたような不備があるとは思えず、ガイドライン 1.5（JICA の責任）に

ついて、JICA の不遵守はなかった。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

JICA は、2013 年 5 月から専門家をミャンマーに派遣する等して RWP 作成のプロセスを

逐次モニターし、ミャンマー政府に必要な助言等を行ってきている。この過程で EIA 及び

RWP が世界銀行セーフガードポリシーの関連 OP に規定される内容から乖離していないこ

とを確認する等しており、また、住民移転開始前に完成した RWP に、住民参加による検討

時間は十分とは言えないが、包括的な IRP は記載されている。このように、基本的にはガ

イドライン 1.5（JICA の責任）に沿った環境社会配慮の実施を支援しており、この点につき

ガイドラインの不遵守があったとまでは言えない。 

なお、補償については(6)及び(8)で後述する。 

 

(4) 「ステークホルダーの関与状況」（ガイドライン 2.5（社会環境と人権への配慮））に

ついて 

(i) 申立人の主張の要旨 

Class A 区域の多くの PAPs―すでに移転を終えた人々―は、ひどく有無を言わせぬ雰囲気

の中で移転同意書に署名するよう促されたと述べている。また、YRG 及び地方政府の役人

から、同意書に署名しなければ財産は破壊され、補償金も受け取れなくなると言われたと

いう。さらに役人は、提示された収用案を受け入れなければ政府は裁判に訴えるとほのめ

かしたため、ほとんどの村民は怯えていた。村民の中には、軍事政権による 1997 年の土地

没収の際、立ち退き命令が出てもすぐに退去しない家が破壊されたときの光景を今でも覚

えている者もいる。その時は、軍のトラックが村にやって来て、兵士が村人を無理やりト

ラックに乗せた。申立人のうち 2 名は、移転同意書に署名するよう強制された。JICA が、

協議が自由に、適切に実施されたという地方政府の役人の発言を信用するべきではなかっ

たのに信用したことは、JICA のガイドライン 2.5（社会環境と人権への配慮）（前記 1.(5)(iv)

参照）に違反する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

JICA は、2013 年 5 月以降、移転、補償計画の策定や住民協議等の支援のため、専門家チ

ームを派遣しており、同チームのミャンマー人スタッフが住民協議の状況をモニターし、

随時 JICA に報告していた。即ち、ミャンマー政府からの情報収集に加えて、直接、補償内

容の協議と移転同意のプロセスが自由に適切に実施されていたかの把握に努めていた44。 

外部から新たな情報提供がなされた場合には、都度 JICA 専門家を通じて事実確認を行っ

ていた。更に、事業担当部やミャンマー事務所による実査、PAPs からのヒアリング等を通

じ、ミャンマー政府の住民協議等における対応につき確認していたが、脅迫の事実は確認

                                                        
43 RWP 32-34 頁 
44 事業担当部レスポンス 2 3-8 
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されなかった45。 

さらに、①PAPs からの要望を補償・支援案に反映し当初のミャンマー政府案よりも譲歩

した多数の事実、②既にミャンマー政府と PAPs との間で DMS 結果に合意していたにもか

かわらず、補償・支援金の協議段階で、（補償・支援金の増額につながる）同調査結果を

修正したいとの PAPs からの要望を受け資産状況確認をやり直したケース及び③PAPs がミ

ャンマー政府提案に反対したため長期に亘る対話・交渉が行われたケース等が確認された46。 

その結果、ミャンマー政府が強制・脅迫を行ったという事実は確認されず、またミャン

マー政府側の交渉団は PAPs の要望・要求を聴く姿勢を有し、PAPs の要望を反映して政府

提案を修正しながら、補償・支援案を策定したと JICA は判断した。 

以上から、ガイドライン 2.5（社会環境と人権への配慮）について、JICA の不遵守はなか

った。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

RWP に関して合計 4 回開催された住民協議会の議事録（英語版）47上、「土地の所有権を

主張するには裁判所に証拠を提出して争う必要があるが、土地の所有権を争わない場合に

は、移転に際して補償を受領することができる」旨の説明がなされたとの記載が認められ

る48。しかし、申立人が主張するような、提示された収用案を受け入れなければ政府が PAPs

を提訴する旨の記載は見受けられない（念のため、ミャンマーの弁護士に、ミャンマー語

版の議事録の記載も確認させたが、強制や脅迫があったと解される記載は発見されなかっ

た。）。 

他方、協議会における前記説明は法的に誤った内容ではないが、日常あまり触れること

のない「裁判」「訴訟」等の語が、PAPs によっては「脅迫」と感じた可能性があると推察

される。また、PAPs が移転同意書に署名するよう強制されていたとまでは言えないが、PAPs

側の受け取り方は違っていた可能性はある。現地調査において、自分の意思に基づいて同

意したと主張する者もあったが、強制されたと主張する者も存在した。また、2013 年 9 月

21 日開催の第 4 回住民協議会で RWP のアウトラインが提示されてから、81 世帯中 37 世帯

は 4 日後に速やかに署名したものの、残りの世帯は判断に時間がかかった。それらの世帯

も大半は 10 日以内に署名をしているが、この過程で一部の PAPs は圧力を感じたと述べて

いる。このことから、検討のための十分な時間が与えられずに署名が強いられたと感じた

PAPs もいたものと思われる。 

必ずしも議事録の記載のみで協議会における脅迫の有無が判断できる訳ではないが、議

事録上も PAPs から質問や提案等がなされており、PAPs が意見を言える雰囲気であったこ

とが推察される。また、JICA は、専門家をミャンマー政府に派遣する等してミャンマー政

府に働きかけを行ってモニタリングしていることから、ミャンマー政府が公的に、又は組

織的に強制や脅迫を行っていたとは認め難い。 

以上から、これまでに入手した情報の範囲で JICA にガイドライン 2.5（社会環境と人権

                                                        
45 事業担当部レスポンス 2 3-8 
46 事業担当部レスポンス 2 3-8 
47 RWP AN4-2～4-37 頁 
48 RWP AN4-31 頁「In the first case, you may need to settle the dispute at the court according to the existing law. 

You need to provide evidences such as land documents, and revenue tax in thise(sic) case.」 
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への配慮）の不遵守があったかを判断すると、JICA は、少なくとも、専門家を派遣して逐

次状況の把握に努めていたことは間違いない。PAPs の心理的な側面に配慮するようにとの

助言までは行っていないもの、JICA にガイドラインの不遵守があったとまでは言えない。 

 

(5) 「PAPs が適切な時期に支援を受けられるよう徹底を図る JICA の義務」（ガイドライ

ン別紙 1 非自発的住民移転の 2）について 

(i) 申立人の主張の要旨 

YRG は、該当する世帯を完全に準備の整っていない土地に移転させた。おそらくは急い

で移転先を整備したせいで、インフラは劣悪で問題が多い。また、ティラワの PAPs は家を

追われ元々の生計手段を失い、新しい土地に移転させられるだけで、適切な時期に支援の

提供を受けていない。そして、世界銀行及び ADB の基準に基づくと、十分な補償金が支払

われ、移転先が住まいに適した状態にされ、包括的かつ十分な資金が与えられた生計手段

回復プログラムが整備される前に移転が行われるとしたら、移転に関連する支援が適切な

時期に与えられたとは言えず、JICA のガイドライン別紙 1 非自発的住民移転の 2（前記

1.(5)(v)参照）に違反する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

移転のタイミングに関しては、ミャンマー政府は移転時期の目安を示したが、該当時期

までに移転を強制した形跡はない。むしろ、移転時期については、必要な整備が終わって

からと PAPs に説明していた。一方、PAPs の中には、早期の補償・支援金の受領や家屋建

設の許可、また家屋整備等が最終化する前の移転を要望している者がいたことは事実であ

る。ミャンマー政府は、住宅建設着手当初に移り始めた PAPs がいたため、「移転先インフ

ラが完成する前ではあるが、PAPs の意向により自発的に移転する」との確認書を PAPs か

ら受領している49。 

IRP は、その骨子が 2013 年 9 月 21 日の第 4 回住民協議会で配布された RWP アウトライ

ン50（英語・ミャンマー語）に記載されており、その内容は第 4 回住民協議会、住民グルー

プ協議、個別協議を経て RWP 案に取り纏められ、11 月 4 日にティラワ SEZ 管理員会事務

所、タンリン及びチャウタンタウンシップの General Administration Department で公衆縦覧に

付すとともに、ウェブサイトにも公開し、各 Township オフィスや Village オフィス及び市場

において告知も行っている。加えて、2013 年 11 月 8 日には新聞 2 紙にハードコピーの閲覧

場所及びウェブサイトのアドレスを告知している。RWP 案はパブリックコメントに付され

た後、11 月 22 日に完成されている51。 

インフラ完成前に移転を希望した一部 PAPs を除き、PAPs の移転は、11 月 25 日以降順次

開始されており、PAPs の移転は IRP を含む RWP 完成後に開始されている52。 

なお、世界銀行のセーフガードポリシー53には、生計プログラムの完成時期について記載

                                                        
49 事業担当部レスポンス 2 2-3 
50 RWP AN4-33 頁、Outline of Draft RWP fop Development of Thilawa SEZ Phase 1 
51 事業担当部レスポンス 1 指摘 37、事業担当部レスポンス 2 4-2-1 
52 RWP AN4-33 頁、事業担当部レスポンス 2 2-3-1 
53 世界銀行セーフガードポリシー OP4.12 10パラグラフ： 

“10. The implementation of resettlement activities is linked to the implementation of the investment component of the 
project to ensure that displacement or restriction of access does not occur before necessary measures for resettlement 
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はないが、ADB54のセーフガードポリシーには、移転前に「包括的な生計回復プログラムが

あること」とされている。ガイドライン上、JICA は、環境社会配慮等に関し、プロジェク

トが世界銀行のセーフガードポリシーと「大きな乖離がないことを確認する」ことが求め

られているが、ADB 含め他の国際金融機関の基準は、「ベンチマークとして参照する」と

している55。前述のとおり、本件では、IRP を含む RWP は PAPs の移転前に完成しており、

内容も就職先として想定される具体業種（約 20 業種）、同職につくための支援内容、就職

斡旋や生計管理の支援方針、フォローアップ等、包括的であった。 

以上から、ガイドライン別紙 1 非自発的移転の 2 について、JICA の不遵守はなかった。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

申立人は、PAPs に対しては、相手国等により、十分な補償及び支援が適切な時期に与え

られなかった旨主張するところ、補償及び支援を規定する RWP の作成及び住民移転の経緯

は以下のとおりである。 

2013 年 2 月 14 日 RWP に関する第 1 回住民協議会56 

2013 年 6 月 11 日 RWP に関する第 2 回住民協議会57 

2013 年 6 月 30 日 RWP に関する第 3 回住民協議会58 

2013 年 9 月 21 日 RWP に関する第 4 回住民協議会59 

2013 年 11 月 4 日 RWP 案公表 

2013 年 11 月 22 日 RWP 確定・完成 

2013 年 11 月 24 日以降住民移転開始（一部移転を開始していた PAPs を除く。） 

以上の経緯から、少なくとも 4 回の住民協議会を経て RWP が確定された後に主な PAPs

の移転が開始された。また、RWP の確定・完成前に移転を開始していた一部 PAPs につい

ても、最終案と同じ内容のパブリックコメントに付された RWP 案が作成された後に移転が

なされていると言える。 

また、ミャンマー政府は、移転先のインフラが未整備であるにもかかわらず自発的に移

転を開始する旨の書類に PAPs の署名をもらっており、JICA はミャンマー政府よりかかる

                                                                                                                                                                   
are in place. For impacts covered in para. 3(a) of this policy, these measures include provision of compensation and 
of other assistance required for relocation, prior to displacement, and preparation and provision of resettlement sites 
with adequate facilities, where required. In particular, taking of land and related assets may take place only after 
compensation has been paid and, where applicable, resettlement sites and moving allowances have been provided to 
the displaced persons. For impacts covered in para. 3(b) of this policy, the measures to assist the displaced persons 
are implemented in accordance with the plan of action as part of the project (see para. 30). “ 
54 ADB Safeguard Policy Statements Appendix2 SAFEGUARD REQUIREMENTS 2: INVOLUNTARY 

RESETTLEMENT 14パラグラフ： 

“14. The borrower/client will ensure that no physical displacement or economic displacement will occur until (i) 

compensation at full replacement cost has been paid to each displaced person for project components or sections that 

are ready to be constructed; (ii) other entitlements listed in the resettlement plan have been provided to displaced 

persons; and (iii) a comprehensive income and livelihood rehabilitation program, supported by an adequate budget, is 

in place to help displaced persons improve, or at least restore, their incomes and livelihoods. While compensation is 

required to be paid before displacement, full implementation of the resettlement plan might take longer. If project 

activities restrict land use or access to legally designated parks and protected areas, such restrictions will be imposed 

in accordance with the timetable outlined in the resettlement plan agreed between the borrower/client and ADB.” 
55 ガイドライン 2.6 の 3（8 頁） 
56 RWP AN4-2～4-5 頁 
57 RWP AN4-6～4-18 頁 
58 RWP AN4-19～4-28 頁 
59 RWP AN4-29～4-37 頁 
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書類の雛型を入手し確認していることも認められる。 

従って、自発的とは言え、移転先のインフラが未整備であるにもかかわらず移転を開始

すること自体の適否の議論は別途あるとしても、少なくともガイドライン別紙 1 非自発的

移転の 2 の不遵守があったとの事実は確認できなかった。 

しかしながら、ガイドラインの理念に照らせば、PAPs は金銭的な補償に注目しがちな状

況を踏まえ、将来の IRP の重要性に PAPs の意識を向けることができるように、より時間的

な余裕のあるコンサルテーションをするべき旨の指導助言が JICAからなされるべきであっ

た。 

 

(6) 「PAPs の移転費用を補償する JICA の義務」（ガイドライン別紙 1 非自発的移転の 2）

について 

(i) 申立人の主張の要旨 

PAPs は、「完全な再取得費用」さえも補償されていないため、補償は適切な基準に達し

ていない。RWP は規定する補償又は代替資産のレベルの多くについて正当性を証明してお

らず、事実、補償はティラワの PAPs が被った被害額に見合っていない。 

具体的には、第 1 に、申立人及び申立人が代表する PAPs は、補償が不十分なのは土地の

補償金が支払われないからであると感じており、土地に適切な補償が与えられるべきであ

る。第 2 に、代替家屋の提供が不十分である。第 3 に、家畜による収入を喪失したことに

対する補償は不十分で、往々にして正しく算出されていない。 

JICA 及びミャンマー政府は、こうした数字は PAPs との協議において合意を得たもので

あると主張しているが、プロセスに伴う抑圧の程度や、有意義な協議を開き村民が関与す

ることができない現状を考えれば、それはありえない。 

以上は JICAのガイドライン別紙 1非自発的住民移転の 2（前記 1.(5)(v)参照）に違反する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

補償・支援の根拠となる PAPs の資産については、ミャンマー政府により、DMS が累次

に亘って実施され60（調査結果はミャンマー政府と PAPs 間で合意されている。）、その結

果を踏まえた補償・支援案が作成され、4 回の住民協議会及びグループ別・個別の住民協議

を経て、PAPs と合意している。その過程において、例えば、作物の補償年数が稲作は年間

収量の 3 年分から 6 年分に、また、野菜や立木は年間収量の 2 年分から 4 年分に増加され

る等、PAPs 側からの具体的な提案がなされ、最終案に反映されていることから、ミャンマ

ー政府側は PAPs の要望・要求を聴く姿勢を有し、PAPs の要望を反映し政府提案を修正し

ながら、補償・支援案を策定していたと解され、ステークホルダーの「意味ある参加」61が

確保されていたと認識している。 

また、JICA は、補償・支援費算定根拠に基づき、各補償の水準を確認している。 

さらに、JICA は、こうした補償・支援の合意プロセス、内容について、随時、派遣され

た専門家等を通じて情報を確認し、必要な助言等を行っている。 

以上の通り、ガイドライン上、必要とされる「ガイドラインに沿って相手国等が行う環

                                                        
60 RWP 8-13 頁 
61 ガイドライン FAQ：「意味ある参加」とは、「双方向のコミュニケーションがあって、ステークホルダ

ーの意見が適切に計画に反映されることを意味している」とされている。 
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境社会配慮の支援と確認を」適切に行った。よって、ガイドライン別紙 1 非自発的住民移

転の 2（前記 1.(5)(v）参照）について、JICA の不遵守はなかった。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

補償の多寡については、JICA が独自に判断すべきものではないが、DMS による PAPs の

資産の算定が実施され、それに基づく補償が算出されていることが認められる。また、RWP

の表 5-1 の記載内容に加えて、RWP に関する住民協議会を経て PAPs 側からの具体的な提案

が最終案に反映されていること、全 PAPs が最終的に移転合意書に署名していること等の事

実が認められることから、JICA にガイドライン別紙 1 非自発的住民移転の 2 の不遵守があ

ったとは言えない。 

なお、申立人が具体的に主張する第 1 の点である土地の補償については、申立人が別途(8)

で主張しているため、(8)において後述する。第 2 の代替家屋については、前記 3.2.(5)を参

照のこと。 

 

(7) 「移転行動計画の立案、実施、及びモニタリングに影響を受ける人々やコミュニティ

ーの参加を促す JICA の責任。さらに、PAPs を考慮に入れ、協議に参加するステーク

ホルダーに事前に十分な情報が与えられるように徹底する JICA の責任」（ガイドライ

ン別紙 1 非自発的住民移転の 3 及び 4）について 

(i) 申立人の主張の要旨 

PAPs のほとんどの世帯は提示された同意書を読むことができず、よって移転同意書の内

容をしっかりと理解することはできなかった。また、同意書の写しをもらった者はごく少

数である。 

YRG は RWP に関する協議会を開いたが、PAPs が感じている不安を表明するオープンな

機会を提供する有意義な協議ではなく、重要なステークホルダーである PAPs 自身が移転計

画の策定、実施、及びモニタリングに有意義かつ適切に参加できるよう徹底を図れず、JICA

は自身の方針に違反した。 

そして、移転計画、生計手段の戦略を策定するための十分な情報や機会を、影響を受け

るステークホルダーに与えていれば、PAPs の生計手段や生活に及ぼした多くの悪影響は避

けることができたはずである 

以上は、JICA のガイドライン別紙 1 非自発的住民移転の 3 及び 4（前記 1.(5)(v)参照）に

違反する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

PAPs の識字能力は、DMS によると、流暢に読み書きができる世帯主の数が 13 世帯、多

少読み書きができる世帯主の数が 50 世帯、話し言葉のみが理解できる世帯主の数が 16 世

帯となっており、話し言葉のみが理解できる世帯主は一部であることが窺える。また、字

を読めることと内容を理解できることは別であるとの認識の下、これらの世帯主に対して

は、書類の配布よりもむしろ、読み聞かせのような丁寧な説明がなされた旨ミャンマー政

府及び JICA 専門家から報告を受けている62。 

                                                        
62 事業担当部レスポンス 1 指摘 33、事業担当部レスポンス 2 4-1-5 
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実際の協議が如何に行われたかについては、JICA は、住民協議会の議事録による確認63に

加えて、前述のとおり、JICA 専門家を派遣し、ミャンマー政府による移転と補償内容の協

議プロセスにつき広範にモニタリングし、適切な協議プロセスとなっているかについて確

認をしている。 

前記(4)(ii)記載のとおり、住民協議会の議事録には PAPs 側の主張も記載されており、ミ

ャンマー政府がPAPsからの要望を反映し補償・支援案の内容を改めた事例が複数確認され、

また、長期に亘り、PAPs とミャンマー政府との間で交渉が行われた事例も確認された64。 

また、ミャンマー政府によると、署名された合意文書の写しの交付を受けた PAPs が一部

に限られているのは、合意文書の写しは、補償の支払が完了した時点で配布することを想

定していたためで、現在随時交付手続が進められている。他方で、合意文書に基づき、具

体的に各世帯が受領できる補償の金額とその内訳を記載した補償内訳の書面は、PAPs の署

名を得た後、各 PAPs に配布されている65。 

以上から、ガイドライン別紙 1 非自発的移転の 3 及び 4 については、JICA の不遵守はな

かった。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

本件の対象書類の内容は、必ずしも理解が容易なものだけではなく、話し言葉のみが理

解できる世帯主は勿論、多少読み書きができる世帯主についても、書類を読めない前提で

交渉すべきであると考えられる。この点、書類の配布だけではなく、読み聞かせのような

丁寧な説明が必要と考えられるが、ミャンマー政府及び JICA 専門家からかかる説明もなさ

れている旨報告がされていることが認められる。また、PAPs の全員が合意文書に署名した

こと自体に争いはない。 

署名された合意文書の写しの交付を受けた PAPs は一部に限られているが、他方で合意文

書に基づく補償内訳は、PAPs にとってより関心が高い事項であり、また、具体的な数字の

記載であるために、仮に、申立人が主張するとおり、PAPs のほとんどが合意文書の内容を

理解できないとしても、補償内訳の書面は、その内容が理解できるものであったと解され

る。なお、補償内訳の書面は、PAPs に交付されているところ、合意文書の写しは、PAPs

の不信感を払拭するためにも、特段の事情の無い限り、原則として署名直後に交付するよ

う要請すべきであった。 

重要なステークホルダー及び PAPs 自身が移転計画の策定、実施、及びモニタリングに有

意義かつ適切に参加できるよう徹底を図れなかったとの指摘に関しては、議事録等から見

る限りミャンマー政府は PAPs からの声に相応の対応をしているように思われる。それでも

なお、PAPs が感じている不安を表明するオープンな機会を提供する有意義な協議ではない

と PAPs が感じているのであれば、IRP の住民参加による検討に要した期間がわずか 2 カ月

と短かったこと及びそれに起因するコミュニケーションの不足も重要な要因であろう。 

移転先の環境整備や IRP は、今後も継続的に改善を図ることが必要で、その過程におい

                                                        
63 ガイドライン FAQ：「ステークホルダーとの協議が適切に行われたかをどのように確認するの」かにつ

いては、「ステークホルダーとの協議を行った際は協議議事録を作成するよう働きかけることとしており、

JICA はその内容がプロジェクトの計画で配慮されているかを確認」するとされている。 
64 事業担当部レスポンス 2 3-8 
65 事業担当部レスポンス 1 指摘 31、事業担当部レスポンス 2 3-7 
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て、よりオープンで自由な意見表明ができる場を作ってゆくことが必要である。 

以上より、今回の調査結果からは、JICA にガイドライン別紙 1 非自発的住民移転の 3 及

び 4 の不遵守があったとまでは言えない。 

 

(8) 「土地の損失に対する補償を行う JICA の責任」（ガイドライン別紙 1 非自発的住民移

転の 2）について 

(i) 申立人の主張の要旨 

1997 年の土地の収用が合法的に行われたのか、実際に補償金が支払われたのかについて

JICA が独自で評価を実施していないので、このアプローチは不適切である。PAPs の土地は

適切なプロセスを経て収用されたものではなく、十分な補償も受け取っていない。さらに、

1997 年の収用以降、土地は本来の目的のために使われず、農民は引き続き農業を行うこと

を認められていたのであるから、土地は元々所有していた農民に復帰していたはずである。 

JICA は以上の点を看過しており、これは、JICA にガイドライン別紙 1 非自発的住民移転

の 2（前記 1.(5)(v)参照）に違反する。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

JICA は、Class A 区域の土地はミャンマー政府所有の土地であり、ティラワ SEZ 管理委

員会が所管し、対象地域に 2012 年の農地法に基づく権利を所有する住民がいないことを確

認している66。さらに、ミャンマー政府が土地使用権を有する住民に対して行った 1997 年

の土地収用手続は、当時計画されていた別の事業のために行われたものであったためガイ

ドラインの対象外であるが、経緯、補償水準等の概要について以下の確認を行っている67。 

1) Thanlyin-Kyautan Industrial Zone の開発のため 1997 年に MOC 住宅局（Department of 

Human Settlement and Housing Department）が用地取得、住民移転に着手した。 

2) 1954 年に制定された土地国有化法により農地は国有化され、土地の所有権は国家にあ

ったが、慣習として土地使用権の売買は行われており、補償額 20,000 チャット/エーカ

ーは当時の周辺地域の非公式な農地使用権の売買価格（8,000 チャット/エーカー）の 2

倍以上の金額で設定され、住民と合意されている。なお、住民にはその他、移転先の

土地と移転費用が提供された。 

3) 1998年に Class A区域を含む 1,060ヘクタールの土地が内務省ないしヤンゴン管区から

MOC に移管されたことを通知する書類及び 2012 年にティラワ SEZ 管理委員会に土地

が移管されたことを示す書類が存在している。 

4) 1997 年の用地取得後しばらくして、Class A 区域に戻ってきた住民に対して、ミャンマ

ー政府は、住民より申請・陳情があった場合、当該年の雨季に限り限定的に土地使用

を認めること、また当該年の雨季が終われば土地から退去するよう通知する決定を行

った。 

事業が実施される予定の土地が政府所有のものであった場合、政府所有となった手続に

                                                        
66 2012 年農地法第 31 条によると、収容後 6 ケ月以内に本来の目的で当該土地が利用されなかった場合に

は The Central Management Body が差し押さえるとされているものの、同法第 4 条は、土地使用権を得るた

めにはタウンシップの担当部局に承認を受ける必要があるとされている。しかし、タウンシップの担当部

局に土地使用権の承認申請が為された事実は確認できない。 
67 事業担当部レスポンス 1 指摘 40 
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ついて、どこまで確認すべきかについては、ガイドライン（及び世界銀行のセーフガード

ポリシー）上も定めがなく、また、対象事業とは別事業の用地取得の取扱いについても、

ガイドライン上の規定はない。 

なお、ガイドライン FAQ では、非正規居住者であっても、「対象地で生活又は生計を立

てている人々は、現地ステークホルダーに含めます」としており、ガイドラインに基づき

補償と生計回復支援等が適切に実施されるよう、JICA は確認し、ミャンマー政府に必要な

サポートを行っている68。 

従って、ガイドライン別紙 1 非自発的移転の 2 について、JICA の不遵守はなかった。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

Class A 区域の土地は、本件異議申立書にかかるプロジェクトとは別のプロジェクトのた

めに 1997 年当時において既にミャンマー政府により収用され、ミャンマー政府の所有とな

っていることが認められる。Class A 区域の土地が 1997 年にミャンマー政府により収用され

たこと自体については、申立人も争っていない。 

土地の取得の経緯を、どこまで遡って確認する義務があるかについてガイドラインには

具体的に明記されていないが、本件において、少なくとも、JICA は、ミャンマー政府から

Class A 区域の土地は、1997 年の収用により全てミャンマー政府が所有していること、及び

1997 年の収用時にミャンマー政府は当時の時価の 2 倍以上の価格の補償を住民に支払った

こと等の説明を受け、また、補償に関して住民が署名した書類の写しの提供も受けている。

そして、これに反する事実は認められない。 

前記ミャンマー政府の説明によれば、1997 年以降 Class A 区域の土地で居住又は農耕する

者は必ずしも法律上の権限を有している訳ではないが、居住及び農耕の事実に配慮し、本

件異議申立書にかかるプロジェクトの遂行に際して、ミャンマー政府が、住民に移転先の

代替家屋の提供や収穫高に応じた補償等を提供することを確認している。また、ミャンマ

ー政府は、1997 年の収用後に Class A 区域の土地で居住又は農耕している者から、土地の開

発が開始される場合には、何らの補償を要求せずに立ち退く旨の書面に署名を得ており、

JICA はミャンマー政府から、かかる書面の雛型を入手し、確認している。 

JICA は、Class A 区域の土地に関してガイドラインに沿った補償等の手続が履践されるよ

う指導するため、専門家をミャンマー政府に派遣する等してミャンマー政府に働きかけを

行っていた事実も認められる。 

前記の事実から、JICA は、土地の収用につき合理的な範囲で過去に遡ってガイドライン

遵守を確認していることが認められ、これに反する事実は認められないことから、この点

につき明確な規定を欠くガイドライン別紙 1 非自発的住民移転の 2 の条項の不遵守があっ

たとは言えない。 

 

(9) 「持続可能な代替の生計手段の支援を含め、PAPs の生活水準、収入機会、及び生産水

準を向上又は少なくとも回復させる JICA の責任」（ガイドライン別紙 1 非自発的住民

移転の 2）について 

(i) 申立人の主張の要旨 

                                                        
68 RWP 25 頁 
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YRG は、PAPs に対する土地の補償を拒否しただけでなく、農業を続けるための代替地又

は代替機会も提供しなかった。また、国際的なベスト・プラクティスは、土地ベースの経

済に依存している世帯は、賃金ベースの収入に移行させるのではなく、可能な場合は代替

地に移転させるべきであると強調している。適切な土地が確保できない場合は、実証及び

文書化されなければならないが、そうした説明が JICA になされた様子はない。さらに、実

際のところ、PAPs のほとんどが生計手段を失い、YRG も JICA もそうした損失を防ごうと

努力しなかったことは明白である。RWP には、PAPs のための選択肢、及びそうした選択肢

を有効に活用できるように力を貸すための援助の形式について、詳細を定めた生計手段回

復計画が盛り込まれていない。 

以上は、JICA のガイドライン別紙 1 非自発的住民移転の 2（前記 1.(5)(v)参照）に違反す

る。 

(ii) 事業担当部の説明の要旨 

前記(1)(ii)記載のとおり、JICA は、代替農地提供は困難であるとの説明をミャンマー政府

から受けている。 

またミャンマー政府は、第 4 回住民協議会（2013 年 9 月 21 日）において、移転先の候補

について案がある場合は整備可能か権利関連を確認するので土地の場所を教えて欲しいと

PAPs に依頼したが、特に PAPs からコメントや情報は提供されなかった。 

生計回復支援策については前述のとおり、第 4 回住民協議会、グループ間・個別協議時

に説明・協議された RWP のアウトラインにおいて、生計回復のステップ、苦情処理メカニ

ズムについて記載されており、また、PAPs との協議においては、PAPs の関心が補償・支援

内容に向かう傾向があったものの、IRP が説明されている。その後、当初政府案を修正し、

PAPs との協議の結果を反映した RWP 案が公表され、パブリックコメントに付された後に

完成される等、PAPs の要望を反映する機会が持たれていた69。 

IRP は、前述のとおり、SEZ 関連の土木、機械、建設分野に加えて、より小規模な大工、

食品、縫製、商店、小規模畜産、小規模農業への雇用のための研修、就職あっせん等の活

動とモニタリングを含めた具体的な計画が定められていた70。 

JICA は、前述のとおり、専門家を派遣し、RWP 案の準備につきミャンマー政府を支援し

ており、「ガイドラインに沿って相手国等が行う環境社会配慮の支援と確認を」行い、「持

続可能な代替生計手段等の支援」に努めていた71。 

以上から、ガイドライン別紙 1 非自発的移転の 2 について、JICA に不遵守はなかった。 

(iii) 事実確認調査により確認した事実関係 

RWP によれば、本件移転計画は、代替農地の提供に代えて補償及び農業以外の生計手段

の回復を支援するもので、離農を前提とするものである。この点、移転先の周辺地域に、

農地として無償で提供できる十分な土地がないとの説明をミャンマー政府が行い、これに

反する事実は認められない。 

また、RWP のアウトライン（緬語版及び英語版）には、生計回復のステップ、苦情処理

メカニズムについても記載されており、JICA にガイドライン別紙 1 非自発的移転の 2 の不

                                                        
69 Outline of Draft RWP fop Development of Thilawa SEZ Phase1、RWP AN4-6～4-37 頁 
70 RWP 32-34 頁 
71 RWP AN4-6～4-37 頁、JICA 専門家 TOR 
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遵守があったとは言えない。 

他方、元農家で職業訓練に参加している 19 世帯のうち、安定した職に就いた例は現時点

で 4 世帯に留まっている。また、勤労意欲を失って一時金を消費している PAPs もいるとの

情報がある。この点、新しい雇用環境に慣れ、安定した雇用機会に就く意欲を持って、生

計回復が実現するまでには一定の期間が必要である。生計回復に向けて職業訓練・就労に

対する支援を継続することが重要であり、出来るだけ早いタイミングで、新しい環境の中

で高い勤労意欲を維持する PAPs の成功例を増やしていくことが、PAPs の不安を和らげ、

コミュニティー全体の環境を落ち着かせることに繋がると思われる。 

 

3.4. 対話の促進に関する当事者の合意状況及び当事者間で行われた対話の記録 

 

審査役は、本件異議申立書受理の後、当事者間で以下の対話が持たれたとの報告を事業担

当部から受けた。いずれも、JICA のファシリテーションにより、PAPs からの更なる要望に

対して、ミャンマー政府の考えが示されるとともに、生計手段の確保に係る研修機会の提

供や居住環境の改善向けた対応等が協議された。 

(1) 2014 年 7 月 8 日の三者協議の記録 

会場：ティラワ SEZ 管理委員会事務所（ティラワ） 

日時：2014 年 7 月 8 日（火）14:30-16:30 

参加者： 

・TSDG37 名（うち Class A 区域関係者は 6 名。同 6 名のうち、移転先居住者は 3 名。） 

・特定非営利活動法人メコン・ウォッチ（NGO） 

・バンク―（現地 NGO） 

・PAPs 側弁護士 

・ミャンマー政府 5 名 

・JICA7 名及び通訳 

 

PAPs からは、以下の事項につき要望が示された。 

・就職、生計回復手段 

・土地に対する補償 

・農作物、家畜等に対する追加補償 

・移転先の居住環境 

 

前記に対し、ミャンマー政府より概要以下の発言がなされた。 

・生計手段の確保については、各種研修機会の提供等を行っている。 

・土地収用に関しては、前政権の際に終了しており、現政権はその前提で各種補償内容を

検討している。 

・既に合意した補償内容は PAPs からの要望を踏まえたものになっている。 

・飲料水を含む居住環境に関する様々な課題に関しては、問題が起きたら知らせてほしい。

すぐに可能な対応を検討する。 

・移転直後は様々な困難があるが、多くの PAPs はその困難を乗り越え、より良い生活を送
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っている。 

 

(2) 2014 年 8 月 25 日の三者協議の記録 

会場：ティラワ SEZ 管理委員会事務所（ティラワ） 

日時：2014 年 8 月 25 日（月）13:15-15:30 

参加者： 

・TSDG46 名（通訳及び弁護士を含む。） 

・バンク―（現地 NGO） 

・ミャンマー政府 6 名 

・JICA6 名（うち 2 名は東京より出張）及び通訳 

 

PAPs からは、以下の要望が示された。 

・不労期間につき 15 万チャット/月を補償してほしい。 

・各戸までの水供給システムを導入してほしい。 

・トイレに浄化槽をつけてほしい。 

・排水が悪いので、道路と同じ高さまで盛り土してほしい。 

・消防車が入れるように道幅を広げてほしい。コンクリート道路にしてほしい。 

・新たな ID を発給してほしい。 

・鳥、豚、ヤギの補償をしてほしい。 

・2000ha の移転の際に、移転先の土地は、80x60 フィート（稲作農家）又は 40x60 フィート

（小作人）を確保してもらいたい。 

 

前記に対し、ミャンマー政府より概要以下の発言がなされた。 

・PAPs からの新たな提案は持ち帰り、大臣と相談する。 

・トイレについては改修の為の部材を各戸に配布したが、各戸が別の用途に使ってしまい

工事ができなくなった。 

・鳥、豚、ヤギなど移転先に運べるものは補償の対象外として既に PAPs と合意している。 

 

3.5. 問題解決の方法 

 

7 月、8 月に開催された三者協議においても、PAPs は将来の生活に不安を抱えている様子

が窺える。新しい雇用環境に慣れ、安定した雇用機会に就く意欲を持って、生計回復が実

現するまでには一定の期間が必要であり、ミャンマー政府は JICA の支援も受けつつ、IRP

の実施等の努力を行ってきており、その成果が出来るだけ早く現実なものとなることを心

から望む。 

JICA は専門家を派遣する等して、ミャンマー政府と PAPs 間の協議の情報を把握し、三

者協議にも参加しているが、PAPs の不安を和らげ、生計回復を中心とした残された問題の

解決のためには、以下に留意することが求められる。 

(1) JICA は PAPs 等の多様なステークホルダーとミャンマー政府との間のコミュニケーシ

ョンの促進を図り問題解決を支援するという立場を、明確にする必要がある。三者協
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議は、PAPs 側からの要求表明の場になっている印象があるが、PAPs のニーズに沿った、

かつ現実的なソリューションを協議する場とする必要がある。そのためには、三者の

協議ではなく、PAPs とミャンマー政府の両者の協議の場とし、JICA はその場を設置・

運営する立場となる。そして、JICA は協議の場を調整できる、公平で信頼できるファ

シリテーターを用意する。 

(2) この協議の場には、政府に対し立場の弱い PAPs を支援するために、現地 NGO や国際

NGO もメンバーとして参加させる。また、多様なステークホルダーとともに、IRP を

含め関連する知見を有する専門家が参加するハイブリッドモデルのメンバー構成とす

る。ファシリテーターとしては、ミャンマーの事情に通じた人材、また、他国の先進

事例にも通じた人材など複数名の派遣を JICA から提案する等して、この場の設置と運

営に JICA は積極的な支援をして欲しい。 

(3) この協議は原則公開とし、ミャンマー政府が十分な情報提供に努め、透明性が高いも

のとなるように、JICA が支援することを提案する。開催日時は少なくとも 1 週間前に

関係者に通知が行き、事前に議題や必要な情報が出来るだけ提供されているようにす

る。また、議事録が作成され、次の会合で議事録が承認されるような手順も必要であ

る。  

(4) 生計回復の実現のためには、PAPs の意識改革も重要である。追加の補償支払いに期待

して、持続可能な生計手段を探す意欲をなくした PAPs に対して、他の移転事例や成功

体験を出来るだけ丁寧に伝え、PAPs が自ら生計回復を進める意欲を高める工夫を進め

ていく必要がある。 

 

3.6. 継続支援について 

 

本件異議申立書は、Class A 区域の対象の土地のみならず、次フェーズの対象の土地

（2,000ha）についても言及しているが、後者は未だ移転計画の策定が進行中であり、ガイ

ドラインの違反の有無につき判断できる状況に達していない段階であり、本報告書では、

Class A 区域についてのみガイドライン違反の有無を判断している。 

今回の調査結果から、Class A 区域の問題解決と共に、次フェーズへの教訓として考慮す

べき項目が浮かび上がった。申立人からの改善策の提案も勘案し、基本的には以下のよう

な諸点が求められる。 

(1) RWP と IRP の策定には十分時間をかけるように、JICA は適切なガイダンスをすること

が必要である。PAPs が補償額の協議に注目し、支払を早く求める傾向あることは、Class 

A 区域の経験でも明らかである。しかし、新しい生活を現実的に受け止め、生計回復に

ついて納得感のある協議をするためには、ある程度の期間をかけた方が、結果として

PAPs の意欲と納得感を高め、問題を未然に防ぐことにつながる。JICA は日本を含め他

国の事例も紹介しながら、迂遠に見えるが、結果としては比較的短期に問題を解決で

きる方法は、余裕のある時間をかけることが重要であることを伝えていく必要がある  

(2) ステークホルダーからの意見に対しては、当事者間の協議による解決を優先すること

が重要である。ステークホルダーからの信頼を高めるために、JICA は、求められた形

式で適時な回答を行っていくことが望まれる。 
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(3) PAPs との協議の通知については、より丁寧で余裕を持った対応とすることが PAPs コ

ミュニティーとの良好な関係の維持に必要であり、少なくとも 1 週間前には通知が

PAPs に届くように、JICA は必要な支援を行うことが望まれる。 

 

また、個別の事項では、これまでの調査で得られた範囲内では、例えば、以下のような

事項への対応が挙げられる。 

 

(1) 区画の地盤が道路より低いことが原因となって冠水の問題が生じているが、ミャンマ

ー政府と PAPs が協議を行い、PAPs が対策工事に参加できるような仕組みも含めて、

JICA は必要な支援を行うことが望まれる。 

(2) 井戸については、設置位置を含め PAPs にとって使い勝手が良くなるようにさらなる改

良を施すことが求められるが、その際には、PAPs の意見を聞いて建設・修正していく

ために、JICA は必要な支援を行うことが望まれる。 

(3) PAPs が移転先の環境に慣れ、安定した生計回復手段を得るには時間を要するため、職

業訓練等に加えて、環境変化を緩和する措置を講ずることが望まれる。例えば、希望

する PAPs への家庭菜園の提供や街路樹の植栽の計画等も含め、PAPs の意見を聞いた

上でのきめ細やかな対応を JICA は支援することが望まれる。 

(4) なお、現地調査の際に、PAPs からトイレ排水の問題が提起された。PAPs は移転後にト

イレ施設を利用できることになったものの、汲み取り式のトイレに関し、費用負担が

重いと感じている模様であった。ミャンマー政府は対応策を提示したが、PAPs 側で対

案を示す動きがあるため、現在はその提出を待っている状況と聞いており、早いタイ

ミングで実施できるよう、JICA は必要な支援をすることが望まれる。 

(5) 今後も、農業の継続を強く希望した場合には、家族で補償・支援金を活用して新たに

農地を購入した事例や、農地を借りて農業を継続した事例等を紹介する等のアドバイ

スをミャンマー政府が早いタイミングで実施できるよう、JICA は必要な支援をするこ

とが望まれる。 

 

持続可能な生計手段を持てた成功例を１つずつ積み重ねていくことが、結果としてコミ

ュニティー全体の生計回復に繋がる。従って、PAPs の勤労意欲を高めながら、粘り強いサ

ポートを継続していくことが必要である。 
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4. 異議申立審査役の判断の根拠となった主な資料のリスト 

No 資料名72 

1 
国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010年 4月） (Guidelines for Environmental 

and Social Considerations, JICA, April 2010) 

2 
環境社会配慮ガイドラインに関するよくある問答集（FAQ）（2011 年 7 月 20 日） 

(FAQ of the Guidelines 

3 World Bank OP4.12,Annex A,OP4.02,Annex B 

4 ADB SPS Appendix2 

5 
異議申立手続要綱 (Objection Procedures based on the Guidelines for Environmental and 

Social Considerations, JICA, April 2010) 

6 
Objection Regarding the Thilawa Special Economic Zone Development Project in 

Myanmar, 2 June 2014、（本件異議申立書（和訳）） 

7 
The letter from PAPs to Dr.Tanaka, President of JICA, 29 October 2013, 27 January, 5 

February, 7 April, 30 April, 2014 

8 
事業担当部レスポンス 1（2014 年 7 月 3 日） (Response No. 1 from the Operational 

Departments, 3 July 2014) 

9 
事業担当部レスポンス 2（2014 年 8 月 15 日） (Response No. 2 from the Operational 

Departments, JICA, 15 August 2014) 

10 The Land Acquisition Act, 1894 

11 
The record on the land acquisition in 1997, Land Acquisition Collector’s Office, General 

Administration Department, South Yangon District, 11 June 1998 

12 Approval for cropping (in English and Burmese), 13 August 2004 

13 Farmland Law, 30 March 2012 

14 
Feasibility Study for Thilawa Special Economic Zone (SEZ) Class A Development, Nippon 

Koei Co., Ltd., February 2013 

15 JICA 専門家 TOR（2013 年 5 月） (TOR of JICA Experts, JICA, May 2013) 

16 
Environmental Impact Assessment Report, Myanmar and Japan Consortium for Thilawa 

Special Economic Zone Development Project (ClassA), September 2013 

17 
Outline of Draft Resettlement Work Plan for Development of Thilawa SEZ Phase 1（in 

English and Burmese）, 21 September 2013 

18 
住民移転交渉の状況（2013 年 10 月 1 日） (A report from JICA Experts on the progress 

of the negotiation between PAPs and the Myanmar government, JICA, 1 October 2013) 

19 
PAPs と JICA 面談記録 (The minutes of the meeting between PAPs and JICA, JICA, 15 

October 2013) 

                                                        
72 和名が先にある資料は和文を参照、その他は英文を参照した。 
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20 
Resettlement Work Plan (RWP) for Development of Phase 1 Area, Thilawa Special 

Economic Zone (SEZ), Yangon Region Government, November 2013 

21 The minutes of the first IRPWS, 11 December 2013  

22 The minutes of the second IRPWS, 22 December 2013 

23 The minutes of the third IRPWS, 16 January 2014 

24 
環境所見（決裁書表紙、所見、マトリクス） (Environment Review, JICA, 16 February 

2014 ) 

25 
移転先地における生活・生計状況調査結果（JICA 専門家, 2014 年 3 月）(Livelihood 

Survey conducted by JICA Experts, March 2014) 

26 
PAPs と JICA の面談記録 (The minutes of the meeting between PAPs and JICA, JICA, 6 

June 2014 ) 

26 
第 1 回三者協議記録（事業部作成）(The minutes of the first Tripartite Meeting, JICA, 8 

July 2014) 

27 
The minutes of the first Tripartite Meeting, Mekong Watch, 8 July 2014（第 1 回三者協議

記録（メコンウォッチ作成）） 

28 
第 1 回三者協議記録音源(Recorded audio source of the first Tripartite Meeting, JICA, 8 

July 2014) 

29 
第 2 回三者協議記録（事業部作成）The minutes of the second Tripartite Meeting, JICA, 

25 August 2014 

30 
原科審査役現地調査面談記録 1-8 (The minutes of the field visit conducted by 

Dr.Harashina, number 1-8, July 2014) 

31 
SEZ 内の農地のステータス及び 1997 年の用地取得と補償の経緯について(Status of 

the farmland in the SEZ and the details of the 1997 land expropriation and compensation) 

32 
JICA ミャンマー事務所と TSDG との通話記録 (The record of telephone conversation 

between TSDG and JICA Myanmar Office) 

33 Sample of the agreed documents (in English and Burmese) 

34 Sample of the document specifying the amount and the details of compensation 

35 補償・支援費算定根拠 (Calculation basis for compensation and assistance) 

36 
Report of the Special Rapporteur on the situation of human rights in Myanmar, Tomas Ojea 

Quintana, UN, 23 September 2013 

37 Democratic Governance in Myanmar Current trends and implications, UNDP 
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2. 予備調査結果 

3. 事実調査のために実施したヒアリング概要 
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付属資料 1 

本件異議申立書73 

 

                                                        
73 個人名を特定するような情報は削除。 
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付属資料 2 

予備調査結果 
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付属資料 3 

事実調査のために実施したヒアリング概要 

 

審査役は、異議申立手続要綱に基づき、以下の通り調査を行った。 

 

1. 申立事項に関して、事業担当部レスポンス 1（7 月 3 日付）及び関連資料の受領、確認

及び検討。 

 

2. 事業担当部レスポンス 1 に基づき、審査役による第 1 回事業担当部ヒアリング（7 月

15 日） 

面談者：JICA 民間連携事業部及び審査部 

 

3. 原科審査役による現地調査（7 月 17 日～19 日） 

面談者：申立人 3 名、他 PAPs25 名、ティラワ SEZ 管理委員会委員長他、ヤンゴン州政府

農業灌漑大臣他、現地 NGO、メコン・ウォッチ、JICA 専門家チーム、JICA ミャンマー事

務所 

 

4. 審査役によるメコン・ウォッチへのインタビュー（7 月 25 日） 

 

5. 審査役から事業担当部への追加照会（8 月 8 日） 

 

6. 審査役による第 2 回事業担当部ヒアリング（8 月 15 日）及び事業担当部レスポンス 2

（8 月 15 日付）受領、確認及び検討 

 

 


